
１．周知方法等
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◆機関誌（「中小企業と組合」）

◆メールマガジン

◆機関紙（「全中情報」）

◆個別依頼書・連絡通知

令和３年６月８日付、都道府県中小企業団体中央会宛てに
「職域接種への申請組合等の把握について（ご照会）」など

引き続き、４７都道府県中央会等とともに約３万中小企業組合
を通じて所属企業とその従業員に周知

2020年４月～合計２１回掲載

2020年２月～合計６６回掲載

第２回新型コロナ・インフル
同時流行タクスフォース
全国中小企業団体中央会資料

2020年３月～合計１１回掲載



２．中小企業組合のコロナワクチン職域接種の取組例
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組合名 期間 場所 人数 3回目実施
大阪広域生コンクリート協同組合 R3.6/26～8/25 組合事務所 1,770名

対象：役員、従業員及び
家族、関連会社等

R4.3/6、13

大阪管工機材商業協同組合 R3.8/30～10/4 組合員企業 1,020名
対象：役員、従業員及び
家族、賛助会員、展示会
出展社等

R4.4/14～19

協同組合関西ファッション連合 R3.9/3～10/29 大阪市内ホテル 3,800名
対象：役員、従業員及び
家族、関連会社等

R4.4月中旬

＜大阪広域生コクリート協同組合ＨＰより一部抜粋＞
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